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過年度の会計上の見積りとその結果の
比較手続の監査上の意味*
奥　西　康　宏
論　説
1　はじめに
人の行動は,その動機やプロセスがどうであれ,その結果によってしばしば
評価される｡近年監査人にとって重要な課題となっている会計上の見積りの監
査においても,このような結果論から評価する手続が部分的に行われており,
樽に過年度の会計上の見積りを,その実際の結果と比較する手続の実施が求め
られている｡これは,例えば,ある会社が前期末に1億円と見積った自社製品
の無料修理保証に関連する費用(製品保証引当金)について,実際には予想より
故障が少なく8千万円の費用発生であることを当期に確認して,両者を比較し
てその差額が2千万円であることを把握する手続である｡この手続は,会計上
の見積りという作成者の主観的判断に関連するために,監査上判断が容易では
ない場合もある金額について,過年度の会計上の見積りと結果との差額という
形で一つの具体的な数値を示すものとなる｡この比較作業により,会計上の見
積りは,結果的にその正否や精度が一定時点後確認されることになり,その比
較結果は監査上意味があるのである｡そのため,過年度の会計上の見積りとそ
の結果の比較手続は,監査基準の設定において,会計上の見積りに関して実施
される手続として扱われてきた｡
近年,この会計上の見積りの監査について新たな動きがある｡国際会計士連
盟(Intemational Federadon of Accountants : IFAC)の国際監査･保証基準審議会
(Intemational　Andi血g and Assurance Standards Board ,以下ksBと表記)
は, 2002年から従来の会計上の見積りの監査に関する国際監査基準(Intemむ
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tional Standards on Auditing,以HSAと表記) 540を見直す作業を続けていたが,
本稿執筆時点では, 2006年12月22口に2度臼の公開草案(ExposureDraft-ISA
540, Auditing Accounting Estimates, Including Fair Value Accounting Estimates, and Re-
lated Disclosures, Proposed Withdrawal of ISA 545, Auditing Fair Value Measurements
and Disclosures:以下2006年12月公開草案と表記)が公表されたところであ
り, 2007年4月まで同案に対するコメントを求めている｡同案では,これま
での会計上の見積りの監査手続について,徹底的に見直され,様々な内容(注1)
が含まれているが,その中に,過年度の見積りの結果のレビューが実施すべき
手続として示されている｡しかし,その手続の意味は,後述するように大きく
変わっている｡ 2006年12月公開草案全体の検討は,別の機会に回すとして,
本稿では,この公開草案の公表を機会に,過年度の見積りと結果の比較手続の
国際監査基準における変更を検討し,過年度の見積りとその結果を比較すると
いう手続の監査上の意味を考察することを目的としている｡なお,この過年度
の見積りと結果の比較手続は,過年度に会計上の見積りが作成され,それが当
期に実際の結果が判明するような場合を基本的に想定しており,当期に始めて
会計上の見積りが作成され,過年度の見積りが存在しない場合や,過年度の会
計上の見積りについて,時間が経過したにもかかわらずいまだに結果が判明し
ない場合は対象外である｡また比較の結果生じた差額の会計処理について,読
論していない｡さらに,会計上の見積りの監査を対象とする2006年12月公開
草案は,後述のように公正価値会計の監査との結合(combination of ISAs540
and545)が図られているが,公正価値会計の監査に関する部分は,本稿から除
外している｡
本稿の構成は,以下の通りである｡次節では,まず現行の国際監査基準にお
ける過年度の会計上の見積りとその結果の比較手続をまとめる｡続く第3節で
は, uASBによる2006年12月公開草案の設定経緯と概要に触れた後に,同
案における過年度の見積りの結果のレビューに関する記述を説明する｡これら
を受けて第4節において,過年度の見積りと結果の比較手続の監査上の意味を
考察する｡最後に,これまでの議論をまとめ,むすびにかえる｡
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2　現行の国際監査基準における過年度の見積りと結果の比較手続
(手　現行の会計上の見積りの監査に関する国際監査基準
現在,会計上の見積りの監査は, ISA540において規定されている｡会計上
の見積りの監査について,まず国際会計士連盟のIAASBの前身にあたる国際
監査実務委員会(International Auditing Practices Committee : IAPC)による国際監
査ガイドライン(International Auditing Guidance :IAG)の公開草案が1986年6
月に示され, 1988年にIAG第26号として公表されたのが始まりである｡ 1994
年の｢国際監査基準｣ (ISA)に改称後の集成版の公表時において, ISA540と
して改訂されている｡その後,他の基準の設定や改訂にあわせて細かく調整さ
れている｡現在有効なISA540は, 2006年ハンドブック(注2)のものであり,以
下これを現行ISA540と記す｡
現行ISA540は,全部で27節から構成され, 1節から4節までの序におい
て,この基準の目的と会計上の見積りの例示などを示し, 5節から7節までに
おいて会計上の見積りの性格を,続く8節から23節まで,会計上の見積りの
監査の手続を述べ,最後の24節から27節において,監査手続の結果の評価に
ついて規定するという流れになっているo
そのうち監査手続については,まず, 8節で監査手続を実施する目的を示
し, 10節では,監査人が見積りに対して選択あるいは併用して行う代表的な
手続である,経営者の見積りプロセスのレビューとテスト,監査人による独自
の見積りの利用そして後発事象のレビュー(注3)をあげ,その後は,この手続の
詳細を述べる形をとっている｡特に経営者の見積りプロセスのレビューとテス
トについて11節から21節まで細目に分けて論じている｡本稿で問題とする過
年度の見積りと結果の比較手続は,この経営者の見積りプロセスのレビューと
テストの中の20節で扱われている｡なお,経営者の見積りプロセスにおい
て,その他に,データの評価と仮定の検討(12から18節),計算の検算(19
節),経営者の承認手続の検討(21節)がある｡現行ISA540では,さらに22
節で監査人による独自の見積りの利用を, 23節で後発事象のレビューについ
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て簡単に触れた後の24から27節において監査手続の結果の評価を述べてお
り,その中で後述する偏向(bias)について次のように述べており,これが従
来から重視されていることがわかる｡
｢監査人は,また合理的と認められた個々の差額が,一一一つの方向に偏向がある
かどうか,すなわち累積ベースで,それらが財務諸表に重大な影響を与えてい
るかもしれないかどうかを検討しなければならない｡このような状況では,監
査人は会計上の見積りを全体として把握して評価するであろう｡｣
lIFAC, 2006, ISA540, para. 27]
②　現行ISA540における過年度の見積りと結果の比較手続の規定
現行ISA540において過年度の見積りと結果の比較手続については,経営者
の見積りプロセスの評価の中の　▲部で次のように述べられている(20節)｡
｢監査人は,可能な場合,次のことに役に立てるために過年度に作成され
た会計上の見積りを,その期間の結果と比較するであろう｡
(a)エンティティーについて,関連する統制活動を含めた見積り手続およ
び方法に関する一一一･股的な信頼性についての監査証拠を入手すること｡
(b)見積りの公式(estimating formulae)の調整が必要とされるかどうかを
検討すること｡
(C)結果と過年度の見積りの差額が,数量化されているかどうか,そして
必要があれば,適切な調整あるいは開示がなされているかどうかを評価
すること｡｣　　　　　　　　　　　　　[IFAC, 2006, ISA540, para. 20]
すなわち,ここでは, ｢可能な場合｣という条件の下で,この手続が役に立
つ(assist)ものとして(a)から(C)が示されている｡ (a)は,関連する統制
活動を含めた見積り手続および方法とあるが,要は,経営者の見積りプロセス
のことであり,その一一･般的な信頼性に関する監査証拠の入手に役に立つという
ものである｡明示されてはないが,おそらく考え方としては,過年度の見積り
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が,その結果との差額が少ないのであれば,その見積りを導いたプロセスは,
過去の時点のものであっても,現在においても一般的に信頼性が高いという論
理があり,それについての裏付ける証拠の入手にかかわるというものである｡
(b)は,差額が生じていることが前提であり,それをどのように見積りの公
式において調整するかという問題である｡これは,実際に比較により導かれた
差額の大小に依存するが,おそらく一定規模以上の差額については,見積りの
公式を調整することによって,現在の見積りプロセスを信頼できるものに変え
られるという論理であろう｡逆に言うと,差額が小さい場合や差額がほとんど
ない場合は,見積りの公式を調整しなくても,現在の見積りプロセスはある程
度の信頼性を持つという考え方があるのである｡ (C)の差額の数量化の有無お
よび適切な調整あるいは開示がなされているかについての監査人の評価も,差
額があることが前提となっており,その処理としての調整や開示の問題となっ
ている｡これもまた見積りプロセスに関するもので,実際生じた差額を数量化
し,その調整や開示をおこなう見積りプロセスが相対的には信頼できるもので
あり,それを具体的な差額に関連して評価するうえでこの手続は,役に立つと
いうものである｡
もちろん現行ISA540では,経営者の見積りプロセスのレビューとテスト
は,データの評価と仮定の検討,経営者の承認手続の検討と並ぶ経営者の見積
りのプロセスを評価する手続の一つであり,けっしてそれ単独で用いられるも
のではない｡手続の中心は,六つの節で説明されるデータの評価と仮定の検討
であり,経営者の見積りプロセスを監査人が理解していくことからはじまる｡
この手続は,基本的に会計情報についてその作成基礎まで立ち帰って状況を把
握し,不自然な点がないか,あるいは首尾一一貫性にかけていないかを探す形で
行われるものである｡もし不自然な点や一貫性の欠如があれば,その見積りの
修~Jf:.や否定の可能性が出てくるのであり,もしそれがなければ,この見積りは
合理的であるということになると思われる｡そこで,過年度の見積りと結果の
比較がもつ意味は,おそらくは,差額というものが,見積りプロセスの信頼性
に対する疑問を示す可能性があるものであり,それが少ない場合は,合理的で
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あるというものであろう｡現行ISA540のこの比較手続は,差額という形で,
見積りプロセスの信頼性を問う手続の一部と位置づけられているのである｡正
確には,過去の見積りプロセスが導いた過年度の見積りとその結果の差額の大
小をもとに,現在の見積りプロセスの信頼性を判断する手続の一部と言える｡
その他,差額があった場合の調整と開示についても規定されている｡これもま
た差額があっても調整されてあれば,そのプロセスは信頼性が高いという考え
方が背景にあるのであろう｡これらを考慮して,現行ISA540の過年度の見積
りとその結果の比較手続を図式化すると次のようになる｡
図1現行ISA540の想定する過年度の見積りと結果の比較手続における構図
この図は,後述の図4と対比するために,現行ISA540の20節に示されて
いるものを単純化したもので,矢印でその因果関係を想定し,さらに監査人の
判断とつなげたものである｡簡略化のために,言葉足らずになっている部分も
あるが,差額の大小が,見積りプロセスの一般的信頼性と関わると考えた｡例
えば,この手続の結果,差額が小さい場合は,そのプロセスは信頼できる可能
性は高く,また差額が大きくても,公式を調整したり,また差額を数値化して
必要に応じて調整開示する仕組みが組み込まれていれば,その見積りプロセス
の信頼性が高く,そうでない場合は,そのプロセスの信頼性はやや劣るといっ
た関係を想定している｡
なお,現行ISA540では,この他にも,見積りプロセスとレビューとテスト
における仮定の検討(16節)と独自の見積りの利用(22節)において,過年度
のものと結果の比較についての言及がある｡
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③　現行tSA240における会計上の見積りの監査に関する規定
最後に,現行監査基準のISA240 ｢財務諸表監査における不正を検討する監
査人の責任｣ (ne Auditor's Responsibilityto Consider Fraud in an Audit of Financial
statements)において,会計上の見積りについての言及が複数あることに触れ
ておく｡ ISA240では,特に｢不正な財務報告は,会計上の見積りの意図的な
虚偽表示によって,しばしば行われる｡｣ [IFAC,2006,ISA240,para.80]として,
不正による重要な虚偽表示をもたらす可能性のある偏向についての会計上の見
積りのレビューにおいて,監査人に,監査証拠が裏付ける最善の見積りと財務
諸表の見積りの差額が,個々に合理的であっても,潜在的な偏向を示すかどう
かについて,財務諸表全体での再検討と,過年度の財務諸表に反映された重大
な会計上の見積りに関する経営者の判断と仮定に対する遡及的なレビューを求
めている｡監査人としては,会計上の見積りの監査において, ISA540以外
に, ISA240に注意する必要があるのである｡
3　2006年12月公開草案における過年度の見積りの結果のレビュー
①　2006年12月公開草案の設定経緯(注4)
今回公開された草案は, 2002年6月に承認されたプロジェクトから始まる
ものであるが,現行ISA540の改訂,クラリティ･プロジェクト(clarity Pro-
ject)への準拠, ISA545 ｢公正価値の測定と開示の監査｣との結合という複雑
な背景がある｡これらについては,公開草案の冒頭にある覚書(ExplanatoⅣ
Memorandum)にも記されている｡簡単に説明すると,当初,この基準改訂
は,これまでの見積りの監査に対して他の基準と整合させながら厳格さを導く
ことを目指したものであり,それがタスクフォースやlAASBとのやりとりで
修正されながら,リスク･アプローチ(具体的にはISA315とISA330)に整理し
つつ, 2004年12月20日の公開草案Auditing Accounting Estimates and Re-
lated Disclosures (Other lnan Those lnvolving Fair Value Measurements and Disclo-
sures)の公表に至り,コメントをうけたのが最初の段階であった｡この段階の
後半において,さらにクラリティ･プロジェクトに合わせた書換え(clarity
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drafting conventions)が必要になり,また同時にISA545との結合も図られる段
階に現在は入っている｡最終的には, 2006年12月22日に, ISA540の公開草
案が公表された｡このような経緯から,今回は,前回の公開草案において,既
存の会計上の見積りの監査の見直しのコメントをうけてそれを反映しているの
で,クラリティ･プロジェクトに関するものと, ISA545との結合に関するも
のを求めることになっている｡ 2007年4月30日までコメントをうけることに
なっており, 2007年12月に最終版を採択する予定である｡これから最終案ま
でにコメントの集計し検討するという手続が行われることになっている(注5)｡
2006年12月公開草案は,クラリティ･プロジェクトとの関係で,従来の基
準と異なる点がある｡従来,国際監査基準は,その基準の中で,黒い太い書体
(ブラックレター･)で重要な部分を示していた｡しかし近年の監査基準の改訂に
よる細分化･複雑化により,わかりやすいとは言えなくなったため,クラリ
ティ･プロジェクトは,実施すべき手続を明確にして,基準の内容の表現の見
直しや形式の統一を行い,利用者の理解を向上させようというものである｡現
在,これは複数の基準について行われているが,特に現在改訂中のものについ
ては,まずクローズオフ版(close OffDocument)という書換えにかける前のも
のを確定させ,その後に,書換えられたものが作成されることになる｡この結
果作られた公開草案は,形式的には,まず個々の基準書について,序として,
範囲,発効日, 【川勺,定義を示し,その後,要件(Requirements)という項目
で,従来のブラックレターに該当する部分をほぼ示し,さらに,適用指針
(Application Material)あるいは適用指針および説明資料(Application and Other
ExplanatoIY Material)という形で,要件についての指針や説明を示している｡
ISA540も,これに従い,まず2006年9月に承認されたクローズオフ版Close
OffDocument : ISA 540 (Revised). Auditing Accounting Estimates and Related
Disclosures (other Than ′mose Involving Fair Value Measurements and Disclosures)
が作成され,それを受けて,クラリティ･プロジェクトの書換えを経たものが
作成されている｡ただ,見積りの監査については,同時に, ISA545との統合
を図っているために,クローズオフ版を単に並びかえて修正したものではな
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く, ISA545との関係で追加されたものもある｡同案ではクローズオフ版で
100を越えた節のうち, 8つほどが序に, 12ほどが,要件に回され,残りのも
のに新たな追加を含めたものが,適用指針および説明資料のAl～Alllと
なっている｡これらの序や要件の各節と,関連する適用指針および説明資料に
ついて,相互に参照できるように参照先の節の番号が示されている(注6)0
(彰　2006年12月公開草案の特徴
2006年12月公開草案では,その範囲において,次のように述べられてい
る｡
｢この国際監査基準(ISA)は,公正価値の会計上の見積りを含む会計上の
見積りと関連する開示の監査について論じている｡特に, ISA315 (再起革
敬) ｢エンティティーとその環境の理解を通じての重要な虚偽表示のリスク
の識別と評価(Understanding the Entity and lts Environment and Assessing the
Risks ofMaterialMisstatement)｣とISA330 (再起革版) ｢リスク評価に対する監
査人の対応(′me Auditor's Procedures in Response to Assessed Risks)｣および他
の関連するISAが,どのように会計卜の見積りとの関係で適用されるべき
であるかに関して拡張する｡それは,個々の会計上の見積りの虚偽表示と潜
在的な経営者の偏向の指標についての要件と指針をまた含んでいる｡｣
[IAASB, 2006, para. 1]
この公開草案の骨格は,このようにISA315とISA330との関係で構成され
ている｡ ISA315とISA330は,現在の監査実務の骨格をなすもの(注7)であ
り,まずISA315にしたがって,その結果,監査人は,重要な虚偽表示のリス
クの識別と評価を行い,そのリスク評価結果に対応して, ISA330にしたがっ
て監査人は対応することになっている｡この基準書では,要件の骨格は, ISA
315とISA330という流れに従って解説する形になっているが,見積りの性格
付けや監査人に求められる要件にも特徴がある｡
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まず会計上の見積りの性格として,次のような記述がある｡
｢財務諸表項目の中には,正確に測定できず,ただ見積りだけが可能なも
のがある｡このISAの目的では,そのような財務諸表項目が,会計上の見
積りである｡会計上の見積りに関連する見積りの不確実性の程度は,大きく
変動している｡しかしながら,それは,意図しないあるいは意図的な経営者
の偏向に,それらがさらされやすいこと(susceptibility)を含めて,会計上の
見積りについての重要な虚偽表示のリスクに影響を与える｡ (以下略)｣
[IAASB, 2006, para. 2]
この内容については,さらに同案の後述の節において説明されているが,鍵
となる概念である｢見積りの不確実性｣と｢偏向｣が取り上げられている()こ
れは,この後の7節において, ｢見積りの不確実性(estimation uncertainty)｣に
ついては, ｢財務諸表項目が,その測定における精度の固有の欠如の影響をう
けること｡｣ [IAASB,2006,para.7 (C)]であり, ｢経営者の偏向｣を｢情報の作
成および表示における経営者による中立性の欠如｣ [IAASB,2006,para.7 (d)]
と定義されている｡ ｢経営者の偏向｣について,さらに後の節において, ｢経営
者による潜在的な偏向の指標(Indicators of Possible Management Bias)｣ [IAASB,
2006,para.19　and A107--A108]という形でより潜在的なものを含めた広義のも
のとしてその対応を述べている｡これらを,筆者は,同案の考え方の核になる
ものとみなし,次のような図式で考えている(i;g2参照)0
すなわち,見積りの不確実性は,会計ヒの見積りを作成する対象に存在する
ものであり,これをどのように判断するかが,会計上の見積りの結果に影響を
与えるものととらえており,また,関連する財務報告のフレームワークを参照
しつつ,会計上の見積りを作成する側の中にある問題点を.経営者による潜在
的な偏向の指標に注意する形で｢偏向｣として明示し,この二つにいかに対応
するかが, 2006年12月の公開草案で述べられていると本稿では整理したので
あり,後述の図3および図5の前提となるものである｡
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図2　2006年12月公開草案の考える会計上の見積りの構図と鍵となる概念
なお,監査人の目的は,次のように示されており,現行ISA540と大きく変
わるわけではない｡
｢監査人の目的は,財務諸表における公正価値会計を含めた会計上の見積
りと関連する開示が,適用可能な財務報告のフレームワークという文脈のも
とで合理的であるかどうかについて,十分かつ適切な監査証拠を入手するこ
とである｡｣　　　　　　　　　　　　　　　　　　[IjuSB, 2006, para. 6]
次に要件については,企業および企業環境(内部統制を含む)の理解を得るた
めのリスク評価手続と関連した活動として8節から9節があり,特に8節で
は,企業および企業環境(内部統制を含む)の理解として(a)見積り関連の財
務報告のフレームワークの要件, (b)経営者の見積りの必要性がある取引等
の識別方法, (C)経営者の見積り作成方法とそのデータ(関連する内部統制,辛
門家の活用の有無,基礎となる仮定,作成方法の変更の有無と理由,経営者による見積
りの不確実性の影響の評価の有無と方法を含む)についての理解を求めている｡
なお, 9節では,本稿で問題とする過年度の財務諸表における会計上の見積
りの結果,あるいは再見積りを監査人がレビューすることを求めているが,こ
れについては後述する｡
続く10節から13節では,重要な虚偽表示の評価したリスクに対応する手続
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として,かなり具体的な手続を規定している｡さらに,重大なリスクに対応す
る追加的な実証手続が, 14節から17節に示されている｡これらを経て, 18節
で会計上の見積りと関連した開示の合理性の評価と虚偽表示の決定が行われる
のである｡さらに, 19節では潜在的な経営者の偏向の指標への対応が別に示
されている｡このように簡潔な基準本文についての詳細な適用指針や説明が,
公開草案後半においてAlからAlllの形で示されている｡
③　2006年12月公開草案における過年度の見積りの結果のレビューの規定
本稿で問題とする過年度の会計上の見積りとその結果の比較については,前
述の通り9節に下記のような形で述べられており,さらにA31からA36まで
に適用指針および説明資料がある｡
｢監査人は,過年度の財務諸表における会計上の見積りの結果,あるいは
再見積りをレビューすべきである｡監査人のレビューの性格と範囲は,会計
上の見積りの性格と,レビューから入手された情報が,当期の財務諸表にお
いて作成された会計卜の見積りにおける虞要な虚偽表示のリスクを識別し評
価することに関連するかどうかを考慮して決定される｡ (para,A31-A36参
照) ｣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[IAASB, 2006, para. 9]
この手続は,必須のものとなっている｡現行ISA540では比較(compari-
son)という用語がレビュー(review)に変わり,手続の性格が変わったことが
明確になっている｡また　再見積り(re-estimation)という用語が追加されてい
るが,これについてはこの公開草案では特別な記述はなく,実際の結果と等し
い扱いをしていることから,過去の見積りを現在もう一度見積ったものという
意味であると見られる｡会計上の見積りにおいて,しばしば再見積りが作成さ
れる場合があり,それと過去の見積りを比較することを明示的に示したと見ら
れる｡本稿の図2で示した同公開草案の会計上の見積りに対する整理に,過年
度の見積りの不確実件が,時間の経過により確定あるいは解消されて現在とな
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ることを考えて,過年度の見積りと結果の比較の構図をあてはめると次の図3
のようになる｡なお,この図3には,一部,後述の議論が含まれている｡
図3　過年度の見積りと結果の比較手続の構図
関連する財務報告のフレームワーク
差額の存在とその大小から,差額 
の原因を分析して,監査に利用 
本文の9節における過年度の見積りの結果のレビューについて,参照番号が
指定されている適用指針および説明資料は, A31-A36までの六つである｡
その内容を簡単に紹介すると, A31では,このレビューによる差額分析から
得られるものを, A32では,経営者の偏向との関係を, A33では,監査人の
レビューの性格と範囲についての補足説明を, A34とA35では公正価値会計
の監査に特にあてはまる事項を扱い,最後のA36では, ISA240が求めるレ
ビュー手続との関係を述べている｡以下, 9節に関連させて見ていく｡
上記の9節の引用文では,そのレビューの決定要因として｢見積りの性格｣
と｢その入手情報と重要な虚偽表示のリスクとの関連性｣があげてあるが,こ
れについて｢例えば,監査人は,過年度の監査の間に見積りの高い不確実性を
持っていることが認識された会計上の見積りについて,あるいは過年度から大
きく変わった会計上の見積りについて,より詳細なレビューが必要とされると
判断するかもしれない｡他方,例えば,ルーチンで繰り返される取引の記録か
ら生ずる会計上の見積りについて,監査人は,リスク評価手続としての分析的
手続の適用が,そのレビューの目的として十分であると判断するかもしれな
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い｡｣ [IAASB, 2006,para.A33]という具体例をあげて説明されている｡
この記述は,現行ISA540との大きな違いであり,見積りプロセスの一環と
して｢可能な場合｣に実施するのではなく,監査実施上リスク評価手続とし
て, ｢見積りの性格｣と｢その入手情報と重要な虚偽表示のリスクとの関逮
性｣を考えて,選択して範囲を決めて適用することを求めているのである｡見
積りの性格を例示のように区別して,一一一万で詳細なレビューを,他方では分析
的手続の適用を勧めるものである｡特に詳細なレビューの必要性についての言
及が,見積りの高い不確実性について求めるのは,これはやはり追加情報の必
要性を考えてことと思われる｡過年度からの大きな変更に詳細なレビューの必
要性を求めるのは,一見理解しがたく,大きく変わるのであれば,過年度の見
積りは役に立たないように思えるのだが,変更がいかなる性格のものか把握す
るには,むしろ過去と比較することによって,差異を詳細にレビューすること
が必要となるのかもしれない｡
次に,現行ISA540の20節にほぼ対応するこの手続の意味については, ｢会
計上の見積りの結果は,しばしば過年度の財務諸表で認識された会計上の見積
りとは異なるであろう｡監査人は,このような差額の理由を識別し理解するた
めのリスク評価手続を行なうことによって,次のものを入手するかもしれな
い｡｣ [IAASB,2006,para.A31]という記述のもとに,次の3つが示されてい
る｡
｢･経営者の過年度の見積りプロセスの有効性に関しての情報,そこから
監査人は,経営者の現在のプロセスについての有効性の可能性(the likely ef-
fectiveness)を判断することができる｡
･過年度の会計上の見積りについての当期における再見積りと関係がある監
査証拠｡
･見積りの不確実性のような,財務諸表で開示が求められるかもしれない事
項の監査証拠｡｣　　　　　　　　　　　　　　[IAASB, 2006, para. A31]
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最初のものは,経営者の見積りプロセスについて,現行ISA540のような一
般的な信頼性ではなく,有効性の可能性(the likely effectiveness)の判断として
いる｡けっして過年度の見積りとその結果の差額が少なくても,それは過年度
の経営者の見積りプロセスのものであって,現在の見積りプロセスに,おそら
く状況の大きな変化がないかぎりある程度その有効性は持続するかもしれない
と推測はできるものの直結はしないのであり,このような表現になったものと
見られる｡また残りの二つであげられている監査証拠は,どちらも過年度の見
積りのレビューから判明した追加情報の入手を重視して,現在の監査において
も監査証拠となるかもしれないというものであり,経営者の見積りプロセスと
は関係していない｡これを図示すると以下のようになる｡これは,図2で示し
た現行ISA540とはかなり違い,手続の性格を吟味した記述となっている｡
図4　2006年12月公開草案における過年度の見積りの結果のレビューの構造
見積りの性格
さらに, ｢過年度の会計上の見積りの結果あるいは再見積りのレビューは,
同じく潜在的な経営者の偏向に会計上の見積りがさらされる可能性を増大させ
るか,その存在を示すといった状況や条件を識別する上で,役に立つかもしれ
ない｡｣ [IAASB,2006,para.A32]とあり,会計上の見積りの監査を行う監査人
にとって,もう一つの課題である偏向との関係を述べている｡これについては
前述のように現行ISA540においてもすでに扱われていたが,近年, ISA240
によって,前述のように偏向と見積りについて手続がさらに求められることに
なった｡ 2006年12月公開草案では,偏向について,潜在的な経営者の偏向の
指標の評価を求めているが,さらに, AIO8節で,過去との比較で,すべて収
益を上げるようなパターンを持つ見積りの作成を例示している｡
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ただし,結果的な見積りの評価が,直接虚偽表示に結びつけることは誤解を
招くので, ｢レビューは,過年度の時点で利用可能な情報にもとづいたその時
点の判断に,疑問をいだくことを意図していない｡｣ [UASB,2006,para.A32]
という記述が追加されている｡これは特に公正価値会計の監査においては,塞
要であり, ｢会計上の見積りの結果と前期の財務諸表で認識された金額との間
の差額は, (一一部略)必ずしも前期の財務諸表の虚偽表示を示すとはかざらな
い｡｣ [IAASB, 2006,para.A35]という記述がある｡
最後に, ISA240との関係にも触れており,考え方は違うものの｢実務的な
問題として,このISAに従ったリスク評価手続として,過年度の財務諸表に
おいて作成された会計上の見積りの結果あるいは再見積りに対する監査人のレ
ビューは, ISA240 (再起期坂)によって求められるレビューと組み合わされて
実施されるかもしれない｡｣舶ASB,2006,para.A36]という記述を加えている.
このように2006年12月公開草案では,過年度の見積りと結果の比較手続
は,従来同様に監査人が行うべき手続であるが,その位置づけは大きく異なっ
ている｡
4　過年度の見積りと結果の比較手続の監査上の意味の考察
①　2006年12月公開草案における現行ISA540からの変更
現行ISA540と2006年12月公開草案において,過年度の見積りとその結果
の比較手続は,その表現こそ違え,実施が求められるものであるが,その位置
づけは大きく異なる｡現行ISA540では,この手続を,見積りプロセスのレ
ビューとテストの一環として位置づけ,その結果,把握された差額について,
差額の調整や開示についても考慮しつつ,見積りプロセスの-一一般的信頼性に関
連する証拠と考えているようである｡これに対して, 2006年12月公開草案で
は,この手続は,リスク評価の一環として,その後のリスク対応手続の入り口
として位置づけられて,基本的には,経営者の見積りプロセスの有効性の可能
性についての情報を中心に,その他に,見積りに関する追加情報となるかもし
れない監査証拠の人手を考えているようである｡このような変更は, 2006年
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12月公開草案において,改訂されたリスク･アプローチとの関連で手続の位
置づけを変更したのみならず,手続の結果得られるものについて,より多面的
にとらえた結果であろう｡
また2006年12月公開草案では,現行ISA540とは異なり, A32において過
年度の見積りの結果のレビュー手続と関連させて,偏向の可能性について特に
言及している｡財務諸表項目における偏向は,個々の金額においてわかりにく
いが,一･定数をまとめて全体を見ることによって認識の可能性は向上するので
あり,従来の財務諸表全体での把握に加えて,この比較によって導かれる差額
の傾向(利益捻出や利益tt湖など)からも,経営者の偏向のパターンの把握が可
能であることを明確にしたと言える｡
(彰　過年度の見積りと結果の差額の原因分析の意味
過年度の見積りと結果の比較手続について, 2006年12月公開草案をもと
に,図2に示した見積りの不確実性と偏向に関連させて,差額から考える｡
本稿が対象とした手続は,手続としては,まさしく過年度の見積金額とその
結果の金額の比較であり,比較の結果,通常は差額が生じる｡差額は,見積り
の僅格,すなわち｢見積りの不確実性｣から生じるものと, ｢偏向｣の叶能性
のある見積りプロセスから生じるものがある｡本稿の想定では,過年度の見積
りに含まれた不確実性は,時間の経過によって確定あるいは解消されて,会計
処理のプロセスを通じてその結果が明確になり,過年度の見積りとの比較に
よって差額が把握されることになる｡見積りの不確実性については,差額の原
因分析より, ①見積りの原因となった不確実性についての作成者の判断が確定
あるいは解消されたときに当初と異なったものと②見積り時に予想できなかっ
た事象の発生によるものが考えられる｡また見積りプロセスについては,差額
の原因分析より, ③見積りプロセスにおけるデータや処理における誤謬,ある
いは④見積りプロセスにおける経営者の潜在的な偏向の存在が考えられる｡
見積りの性格から生じるものと見積りプロセスから生じるものは,実際は,
明確に区分できるわけではない｡見積りの性格,特にその不確実性は,実際
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は,それに対する経営者の判断を通じて見積りの金額に組み込まれる｡その際
に,意図的な偏向が加わる場合もあれば,意図しない判断ミスがあるかもしれ
ないのである｡明らかな誤謬もあれば,微妙な判断が必要なものもあり,実際
はその峻別が難しいかもしれない｡ここでいう差額は,このようなものが混在
して特定の金額となると見られる｡これらの要因を図3に追加したのが次の図
5である｡
図5　過年度の見積りと実際の結果の比較手続における差額の意疎
差額分析の主な項目
見積り時点の判断と結果のズレ
予想できない事象の発生の影響
･データや処理における誤謬
･経営者の潜在的な偏向
比較手続
冒頭での製品保証引当金の例示でいえば,ある会社の1億円の製品保証引当
金について, 8千万円の費用であったことと比較して2千万円という差額が出
てきたときに,これを,自社の製品の故障率に対して意図せずに作成者が多め
に見積もったのか,あるいは見積り作成時には予想しなかった出来事(自社製
品が暖房機器であり暖冬のためその利用が少なく結果的に故障発生率も下がったなど)
のためなのかと考えるか,単に計算するときに不適切なデータを誤って利用し
たためか,また経営者が利益圧縮の目的から他の様々な会計処理と合わせてそ
の故障率を意図的に過大に見積もったためと考えるか,さらにはこれらの複合
したものなど様々な可能性が想定できるのである｡
このように考えると,この比較手続から導かれる差額が,現在の会計上の見
積りの評価に直結するわけではない｡しかし,この手続によって,現在監査中
のエンティティーの過年度の見積りプロセスの精度の実例を把握できるのであ
る｡差額について,前述の①から④のどれに該当するのか,あるいは複合され
過年度の会計上の見積りとその結果の比較手続の監査上の意味　　65
たものなのか等を検討することによって,過年度の見積りプロセスの概要をつ
かむ機会ともなり,監査人が,他の監査手続と組み合わせて,同一エンティ
ティーの作成する現在の会計上の見積りを判断するときの参考になるのであ
る｡
結局,この過年度の会計上の見積りと結果の比較手続の要は,比較そのもの
ではなく,そこで把握された差額の分析と活用である｡差額がどこから生じた
かを知ることが重要であり,それが会計上の見積りの不確実性から生じたので
あれば,ある程度は容認しつつ,それに関する情報を追加蓄積して,これを次
期以降の監査に生かしていけばよい｡それに対して,見積りプロセスに関して
は,データや処理における誤謬ではあれば,修正の有無を確認するであろう｡
修正されない場合は,現在の見積りプロセスの欠陥につながる可能性が高い｡
見積りプロセスにおける経営者の潜在的な偏向の存在については,それが過去
の見積りに関するパターンであっても,経営者や作成担当者の行動パターンを
ある程度示すものであり,それが現在作成される見積りにおいてもあてはまる
可能性は高いかもしれないということが考えられるのである｡この比較手続
は,それが直ちに現在の会計上の見積りに対する監査人の判断に直結しない
が,現在の監査中の会計上の見積りとそのプロセスを検討するいくつかの視点
を与えてくれるのである｡
5　むすびにかえて
過年度の見積りと結果の比較手続は,過年度の見積りの精度を直接問うもの
ではない｡それは,会計上の見積りの対象となる事象や取引に関する追加情報
を虚偽表示リスクの可能性を含めて監査人に提供し,また見積りプロセスにお
ける経営者の偏向を把握する機会を与えてくれるものである｡この手続は,過
年度の見積りの作成という人の過去の行為について,結果論から単純に評価し
ているわけではない｡単純な金額的な差額の把握は,あくまでも現在の財務諸
表における見積りを評価する入njにすぎず,その後の追加作業によって,は
じめて監査手続上意味をもつのである｡従来,この手続は,経営者の見積りプ
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ロセスのレビューとテストの一一一一部としての位置づけであったが, 2006年12月
公開草案では,むしろリスク対応手続などを導くものとして位置づけられてい
る｡ここにも,最近の会計上の見積りの監査における手続の検討の成果が示さ
れている｡とはいえ,春稿は,同案についての部分的検討にとどまり,十分な
ものとは言いがたい｡今後は, 2006年12月公開草案および正式に採用された
ISAに対する総合的な検討を課題にして,本稿を終える｡
*本稿は,日本学術振興科学研究費補助金交付研究(基盤研究C,課題番号
17530352, ll;･成17年度～平成19年度)による成果である｡
(注1) 2006年12月公開草案は,基本的には2004年12月公開草案でのコメントをも
とに修正されたものにクラリティ･プロジェクトにおける書換えと公正価値会計の
監査との結合を図るものであるが,これまでの検討の結果,注目すべき内容が含ま
れている｡例えば,本文で触れた見積りの不確実性や潜在的な経営者の偏向の指標
以外に,監査人による独Hの監査手続の表記から独白という用語が削除され,特定
金額見積りと金額範囲見積りの展開(developing a point estimate or range)という
ものに変わった点や測定日的(measurement objective)の導入などがあるo
(注2)本稿でIAASBの公表した資料をもとに議論している｡これらの資料は,古い
ものを除いては,仏FCのウェブサイト(http･.//ww.ifac.org/)から直接ダウン
ロードしたものである｡ IAFCは,ネットt二で監査基準書および公開草案さらに基
準設定の審議状況を詳しく公開している(〕
(注3)これらの手続については,筆者なりに拙稿｢見積り関連の後発事象及び取引の
レビューについて｣, 『修道商学』第44巻第日,;･ (通巻第88号), 2003年9月など
の論文で,アメリカ公認会計士協会の監査基準書第57号を対象に検討しているの
で,ここでは取り卜げていない｡
(注4) IAASBの会議の内容は,第　-法規の『JICPAジャーナル』 (現在の『会計･監
査ジャーナル』)で,出席した日本公認会計士協会の担当者より報告されている
が,会計しの姐積りの監査に関連するものは以f(の通りである｡
池上玄稿｢IAASB会議報告(第3回会議)マイアミ会議｣ 『JICPAジャーナル』 2003
年4月片, pp.97-loon
｢司稿｢IAASB会議報告(第6M会議)ニューヨーク会議｣同誌2003年10月号, pp.
74-780
同稿｢IAASB会議報告(第10回会議)トロント会議｣同誌2004年7月号, pp.57-
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同稿｢IAASB会議報告(第12回会議)ニューヨーク会議｣同誌2004年12月7rlj一, pp.
75-780
同稿｢IAASB会議報告(第13[DJ会議)ニューオーリンズ会議｣同誌2005年3月片,
pp. 104-105｡
同稿｢IAASB会議報吉(第17回会議)ニューヨーク会議｣同誌2006年1月号, pp.
29-30｡
篠原真稿｢IAASB会議報!li]-A (第19回会議)香港会議｣同誌2006年7月片, pp.27-
28｡
同稿｢IAASB会議報告(第22I_lJJ会議)モントリオール会議｣同誌2006年12月Tnj-,
pp.34-35｡
(注5)アメリカ公認会計士協会は,現在,非公開会社の監査に関する基準を作成して
いるが,ウェブサイトによると, 2008年までには,現在の会計上の見積りの監査の
基準の改訂を予定していて, IAASBの活動を監視しているとある｡公開されている
2006年10月時点のプロジェクトのタイムテーブルによると, 2007年の第2川半期
に,起草案を検討し,同年第3四半期には,公開草案を投票にかけて, 2008年の第
1四半期に,コメントレターや論点を検討し,卜･'仲'一第3lTLl半期に最終案を投票にか
けるとなっている｡
(注6)加藤氏によると,現在国際監査基準においては,クラリティ･プロジェクトが
優先され,コンバージェンスについては目立った進展がないそうである｡詳しく
は,同稿23頁参照し)
(注7)この二つの基準の代表的な規定としては次のものがある0 2006年12月公開草
案は,これらの規定について,会計上の見積りの監杏特有のものを,さらに加えた
ものとなっているo
｢監査人は,不ff:_や誤謬によるかにかかわらず,財務諸表における重要な虚偽表示の
リスクを十分に識別し評価するために,そして追加的監査手続の設定と運用を卜分
に行うために,エンティティーとその環境について,その内部統JJirjを含めて理解を
得なければならない｡｣　　　　　　　　　　　　[IFAC, 2006, ISA315, para. 2]
｢監査人は,監査リスクを受容叶能な低い水準に下げるために,財務諸表全体におけ
るリスク評価結果に対する全般的細心を決定し,経営者の~i:_張におけるリスク評価
結果に対応する追加的な監査手続を設定し実施しなければならない｡)｣
lIFAC, 2006, ISA330, para. 3]
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